
金　額 金　額

12,609 4,589

7,117 0

299 500

5 299

96 3,574

5,088 68

1 138

2

5

2,929 20

10 13

4 4

1 2

4

4,610

0

0

11,450

2,918 5,200

1,208 134

1,661 134

20 8,067

28 194

7,872

500

7,372

△ 1,951

△ 522

△ 522

10,927

15,538 15,538

(注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

利 益 剰 余 金

資 本 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

（２０２４年３月３１日現在）

流 動 資 産

（負 債 の 部）

流 動 負 債

建 物

そ の 他 の 流 動 資 産 未 払 法 人 税 等

資 本 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権

買 掛 金

（資 産 の 部）

未 払 費 用

未 収 収 益

負 債 合 計

現 金 及 び 預 金

固 定 負 債

繰 越 利 益 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

別 途 積 立 金

利 益 準 備 金そ の 他 の 投 資

関 係 会 社 株 式

資 本 剰 余 金

固 定 資 産

負 債 ・ 純 資 産 合 計資 産 合 計

純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

備 品 リ ー ス 債 務

（単位：百万円）

科　　目 科　　目

前 渡 金

無 形 固 定 資 産

前 払 費 用 前 受 金

預 り 金

（純資産の部）

 貸 借 対 照 表

短 期 借 入 金

有 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

リ ー ス 債 務

自 己 株 式

未 払 金

未 収 入 金

投 資 有 価 証 券

株 主 資 本

退 職 給 付 引 当 金

1



　   　　　　 　（自２０２３年４月  １日　　　至２０２４年３月３１日）

23

323

48

2,125

33 2,554

138

2,415

390

2,025

189

452

0 642

1

0 1

2,665

2,665

252

△ 7 245

2,420

(注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

損 益 計 算 書

販 売 手 数 料

受 託 収 益

仕 入

投 資 事 業 受 取 配 当 金

金                    額

売 上 原 価

（単位：百万円）

科                    目

売 上

売 上 総 利 益

売 上 高

営 業 外 収 益

営 業 利 益

販売費及び一般管理費

セ ラ ー ズ フ ィ ー 収 入

受 取 利 息

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

雑 収 益

為 替 差 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

支 払 利 息

法人税、住民税及び事業税

雑 損 失

2



[会社計算規則第136条に基づく注記事項]

１．　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　　（1） 資産の評価基準及び評価方法  　 

　  a. 満期保有目的の債券  ･･････ 償却原価法（定額法）

    b. 子会社株式  ･･･････････････ 総平均法による原価法

    c. その他有価証券 

         市場価格のない株式等 ････　　　　　　　　　　　　総平均法による原価法　　　　　　

　 　 （2） 固定資産の減価償却の方法 

　  a. 有形固定資産 ･････････････ 定額法

　　　　　（リース資産除く）

　  b. リース資産  ････････････････ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　 　　　 　　　　　　　　 

　　　（3） 引当金の計上基準

    a. 退職給付引当金 ･･･････････　　　　　　　　　　　　 

　　 　　 　　　　　　　　　　　  　　　

    b. 役員退職慰労引当金 ･･････

　　　（4） 収益の計上基準

　　石炭及び石炭輸送に係る収益は，石炭の輸入販売に係るものであり，顧客との石炭売買契約等に

　基づいて輸入販売する履行義務を負っています。 石炭売買契約では，石炭を船積みした一時点にお

　いて，所有権が顧客へ移転するため，また，石炭輸送に係る輸入実務委託契約では,石炭が輸入許可

　前貨物引取承認を受けた一時点において，顧客が石炭の輸入許可と同等な権利を獲得したと判断さ

　れるため，すなわち，これにより顧客への石炭の引き渡しが完了するため，収益を認識しています。

　当社が代理人として販売に関与している取引は，純額で収益を認識しています。

　　輸入実務に係る収益は，石炭の輸入実務に係る手数料であり，顧客との輸入実務委託契約に基づ

　いてサービスを提供する履行義務を負っています。  当該委託契約は，石炭が輸入許可前貨物引取

　承認を受けた一時点において，顧客が石炭の輸入許可と同等な権利を獲得したと判断されるため,

  収益を認識しています。

　　セラーズフィーに係る収益は， 販売した石炭に係る手数料であり，販売代理店との独占販売契約に

　基づいて顧客に石炭を販売し，その代金を販売代理店へ支払う履行義務を負っています。

　当該独占販売契約は，販売した石炭の代金を販売代理店に支払った一時点において，販売代理店

　から当社への手数料支払いが発生したと判断し，収益を認識しています。

　　マネージメントサービスに係る収益は，子会社の関連業務の受託であり，子会社とのマネージメント

　サービス契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っています。当該委託契約は年間契約で

　あり，受託している関連業務がすべて完了した一時点において充足されるため,収益を認識しています。

　　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており,重要な金融要素は含まれていません。

外貨建有価証券については，外貨建の取得原価を決算日の為
替相場により円換算し， 評価差額は全部純資産直入法により処
理しています。

リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用し
ています。

従業員の退職給付に備えるため，期末における退職給付債務
に基づき，当期末において発生していると認められる額を計上
しています。

役員に対する退職金の支出に備えるため，内規に基づく期末要
支給額を計上しています。
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2．　貸借対照表に関する注記

　　　（1） 有形固定資産の減価償却累計額 （減損損失累計額を含む）　　 35百万円

　　　（2） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　短期金銭債権  33百万円

3．  税効果会計に関する注記

 　   繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）

　繰延税金資産

　　 その他有価証券評価差額金 160

　　その他 22

　繰延税金資産小計 182

　評価性引当額 △161

　繰延税金資産合計 20

4．  関連当事者との取引に関する注記

（注1）価格等の取引条件は，市場実勢等を勘案し価格交渉の上で決定しています。

（注2）取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。

5．  １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 　 　   25,834円47銭

(2) １株当たり当期純利益 　　     5,721円53銭

4

〃 2 - -

- -

主要株主
東北電力
株式会社

  被所有
   直接 11.2662%

〃 〃 10

主要株主
関西電力
株式会社

  被所有
   直接 14.9998%

〃 〃 9

未収入金 1,492

主要株主

その他の
関係会社

株式会社
JERA

  被所有
   直接 21.8985%

販売・仲介
役員の受入

九州電力
株式会社

  被所有
   直接 11.2287%

〃

〃 7 - -

子会社
J.C.D.Australia

Pty. Ltd.
　所有
   直接   100%

役務の提供
役員の兼務
資金の援助

役務の提供 33 未収収益 33

（単位：百万円）

属性
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

科目
期末
残高


